
広報　常陸大宮　　　　平成２３年９月号４

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革
の

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革
の

取
り
組
み
状
況
を
報
告
し
ま
す

取
り
組
み
状
況
を
報
告
し
ま
す

常
陸
大
宮
市
行
政
改
革
の

取
り
組
み
状
況
を
報
告
し
ま
す

平成 18年度

（千円）

51,980

368,576
394,190

490,815

333,611

500,000
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100,000

0
平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度

　

市
で
は
、
常
陸
大
宮
市
行
政
改
革
大
綱

（
平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
）を
策
定

１８

２２

し
安
定
し
た
財
政
基
盤
の
確
立
を
図
る
と

と
も
に
、
市
民
に
開
か
れ
た
効
率
的
な
行

政
運
営
体
制
の
実
現
に
向
け
て
、
行
政
改

革
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

こ
の
取
り
組
み
で
は
、「
効
率
的
な
行

政
運
営
の
推
進
」「
健
全
な
財
政
基
盤
の
確

立
」「
市
民
参
加
に
よ
る
協
働
の
ま
ち
づ
く

り
」
の
３
つ
の
推
進
項
目
を
基
本
方
針
と

し
、
５
カ
年
の
効
果
額
と
し
て　

億
３
９

１６

１
７
万
２
千
円
の
成
果
が
あ
り
ま
し
た
。

　

主
な
取
り
組
み
内
容
に
つ
い
て
、
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

※　

効
果
額
は
、
経
費
節
減
額
と
遊
休
地
処
分
等

に
よ
る
収
入
増
加
額
の
合
算
で
算
出
し
て

い
ま
す
。
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地
方
分
権
時
代
を
迎
え
た
地
方
行
政

は
一
層
の
効
率
化
と
透
明
性
を
要
求
さ

れ
て
い
ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
の
中

で
、
新
た
な
行
政
課
題
や
社
会
情
勢
の

変
化
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
り
、
最
少

の
経
費
で
最
大
の
効
果
を
上
げ
る
た
め

に
、
事
務
事
業
の
見
直
し
を
行
い
、
簡

素
で
効
率
的
な
行
政
運
営
を
推
進
し
ま

し
た
。
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○
現
在
実
施
し
て
い
る
事
務
事
業
が
効
率

的
に
行
わ
れ
て
い
る
の
か
、
市
民
が
必

要
と
し
て
い
る
事
務
事
業
な
の
か
、
事

務
事
業
の
見
直
し
と
市
民
へ
の
説
明
責

任
を
遂
行
す
る
た
め
、平
成　

年
度
か
ら

１９

事
務
事
業
評
価
制
度
を
導
入
し
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成　

年
度
か
ら
は
、
行
政
評

２１

価
外
部
評
価
委
員
会
を
設
置
し
、
第
三

者
の
目
で
客
観
的
な
評
価
・
判
断
を
行

い
、
事
務
事
業
の
見
直
し
を
進
め
ま
し

た
。

○
予
算
編
成
時
の
経
常
的
経
費
（
時
間
外

勤
務
手
当
、
消
耗
品
費
、
食
糧
費
、
旅

費
等
）
の
縮
減
、
日
常
業
務
に
お
け
る

両
面
コ
ピ
ー
の
徹
底
、
昼
休
み
の
消
灯

な
ど
、
経
費
の
節
減
に
努
め
ま
し
た
。

○
平
成　

年
３
月
に
策
定
し
た
地
球
温
暖

１９

化
対
策
実
行
計
画
に
基
づ
き
、
市
役
所

の
事
務
事
業
活
動
に
伴
う
温
室
効
果
ガ

ス
の
排
出
抑
制
に
努
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
平
成　

年
５
月
に
エ
コ
ア
ク

２２

シ
ョ
ン　

の
認
証
を
取
得
し
、
環
境
対

２１

策
及
び
省
エ
ネ
に
よ
る
経
費
節
減
を
図

り
ま
し
た
。

○
公
共
工
事
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
技

術
革
新
に
伴
う
新
た
な
施
工
方
法
を
導

入
し
、
設
計
積
算
業
務
に
お
い
て
は
電

算
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
て
、
コ
ス
ト
削

《このように変えよう》

目的・目標が明確で実績を生かした企画
①計画（PLAN）

・適切な役割分担と進行管理
・効率的な運営と恒常的な改善への努力

②準備・実施（DO）

・結果やプロセスの冷静な反省
・実績と問題点の把握

③評価（CHECK）

・実績を踏まえた改善、
　改革案の検討、立案

④反映（ACTION）

《目標は達成されたか？》
《問題点は何か？》 《出来具合をチェック》

《目標を定めてやろう》
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広報　常陸大宮　　　　平成２３年９月号５

▲大宮学校給食センター

▲平成２３年４月から指定管理者制度が導入された大宮地域の西部総合公園

減
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

○
公
用
車
見
直
し
計
画
に
基
づ
き
、
各
課

等
の
車
両
の
配
置
台
数
の
適
正
化
を
推

進
し
、
公
用
車
の
集
中
管
理
化
や
処
分

を
行
い
ま
し
た
。
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○
学
校
給
食
業
務
を
大
宮
、
山
方
、
御
前

山
及
び
美
和
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
に
集

約
し
、
市
が
行
う
よ
り
も
経
済
効
率
に

優
れ
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
向
上
が
見
込

め
る
大
宮
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
調
理

業
務
に
つ
い
て
、
平
成　

年
度
か
ら
民

２０

間
委
託
を
実
施
し
ま
し
た
。
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○
公
の
施
設
を
効
果
的
・
効
率
的
に
運
用

す
る
た
め
、施
設
の
現
状
を
再
確
認
し
、

導
入
可
能
な　

施
設
に
指
定
管
理
者
制

５１

度
を
導
入
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
指
定
管
理
施
設
の
終
期
を
迎
え

た
施
設
の
更
新
を
推
進
し
ま
し
た
。
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○
平
成　

年
度
に
補
助
金
等
見
直
し
要
領

１８

を
施
行
し
、
補
助
金
の
交
付
要
綱
に
終

期
３
年
を
設
定
し
、
補
助
金
等
審
議
会

を
開
催
し
て
、
単
独
補
助
金
の
縮
減
を

図
り
ま
し
た
。
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○
平
成　

年
７
月
に
義
務
教
育
施
設
適
正

２０

配
置
実
施
計
画
を
策
定
し
、
過
小
規
模

校
及
び
小
規
模
校
と
な
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
小
学
校
に
つ
い
て
は
、
適
正
規

模
を
満
た
す
よ
う
施
設
規
模
や
地
理
的

条
件
な
ど
を
考
慮
し
、
編
入
・
統
合
を

実
施
し
ま
し
た
。

【
平
成　

年
４
月
１
日
現
在
】

２２

（
編
入
）

小
場
小
学
校
を
村
田
小
学
校
に
編
入

（
統
合
）

玉
川
小
学
校
と
塩
田
小
学
校
を
統
合

�
　

大
宮
北
小
学
校

檜
沢
小
学
校
と
嶐
郷
小
学
校
を
統
合

�
　

美
和
小
学
校　

小
瀬
小
学
校
と
八
里
小
学
校
を
統
合

�
　

緒
川
小
学
校　
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○
常
陸
大
宮
市
男
女
共
同
参
画
計
画
に
基

づ
き
、
各
種
審
議
会
等
へ
の
女
性
委
員

の
増
員
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

目　

標

　
　
　
　
�
０
％

３０

　

平
成　

年
４
月
１
日
現
在

２２

　
　
　
　
�
４
％

２５
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○
徴
収
嘱
託
員
を
活
用
し
て
、
水
道
使
用

料
徴
収
率
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、

自
主
財
源
の
確
保
と
受
益
者
負
担
の
適

正
化
を
推
進
し
ま
し
た
。
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○
土
地
開
発
公
社
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検

討
を
行
い
、
平
成　

年
３
月
議
会
定
例

２２

会
で
、
解
散
議
決
を
得
て
、
平
成　

年
８

２２

月
に
清
算
結
了
登
記
を
実
施
し
ま
し
た
。
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○
事
務
事
業
の
執
行
に
最
も
適
し
た
柔
軟

な
体
制
を
と
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
課
内

職
員
の
動
態
化
及
び
協
働
性
を
確
保
し

組
織
の
ス
リ
ム
化
を
図
る
た
め
、
平
成

　

年
４
月
か
ら
係
制
を
廃
止
し
て
、
グ

２０ル
ー
プ
制
を
本
格
導
入
し
ま
し
た
。



広報　常陸大宮　　　　平成２３年９月号６
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安
定
し
た
行
政
運
営
を
行
え
る
よ
う

財
政
運
営
の
見
直
し
を
図
り
、
企
業
誘

致
を
積
極
的
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、

市
税
等
の
自
主
財
源
の
確
保
に
全
力
で

取
り
組
み
ま
し
た
。

　

ま
た
、
公
債
費
負
担
が
市
の
財
政
運

営
に
支
障
を
来
す
こ
と
が
予
想
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
市
債
の
発
行
を
抑
制
し
つ

つ
効
果
的
な
財
政
運
用
に
努
め
ま
し
た
。
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▲千田地区に建設された鉄塔

（人）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
500

550

600

650

700

平成18年度平成17年度

648
631 629

604
585

559
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○
総
務
省
が
定
め
る
定
員
モ
デ
ル
及
び
類

似
団
体
等
職
員
数
と
比
較
し
な
が
ら
定

員
の
適
正
化
を
推
進
し
ま
し
た
。
集
中

改
革
プ
ラ
ン
で
は
、
平
成　

年
４
月
１

１７

日
の
職
員
数
６
４
８
人
を
平
成　

年
４

２２

月
１
日
で
５
８
３
人
以
下（　

人
削
減
）

６５

に
す
る
こ
と
を
目
標
に
取
り
組
み
、
実

績
は
職
員
数
５
５
９
人
（　

人
削
減
）

８９

と
目
標
を
上
回
る
達
成
と
な
り
ま
し

た
。
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○
県
と
の
人
事
交
流
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
執
務
を
実
施
す
る
上
で
必
要
と
な

る
専
門
的
な
知
識
を
習
得
す
る
た
め
、

茨
城
県
自
治
研
修
所
研
修
等
に
参
加
し

ま
し
た
。
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○
携
帯
電
話
基
地
局
の
整
備
促
進
や
地
上

デ
ジ
タ
ル
放
送
に
伴
う
テ
レ
ビ
自
主
共

聴
組
合
と
の
調
整
、
通
信
事
業
者
の
参

入
が
見
込
め
な
い
美
和
・
緒
川
・
御
前

山
地
域
の
情
報
格
差
解
消
の
た
め
、
ブ

ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
を
整
備
す
る
な

ど
、
情
報
基
盤
づ
く
り
を
実
施
・
推
進

し
ま
し
た
。
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○
市
職
員
や
教
職
員
を
対
象
に
情
報
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
研
修
会
を
実
施
し
、
市

民
を
対
象
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
メ
ー

ル
の
公
民
館
講
座
を
開
催
し
ま
し
た
。
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○
管
理
職
に
よ
る
特
別
滞
納
整
理
や
各
課

職
員
に
よ
る
一
斉
滞
納
整
理
を
実
施
し
、

市
税
等
の
収
納
率
の
向
上
に
努
め
ま
し
た
。
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○
合
併
に
よ
り
使
用
料
金
に
相
違
の
あ
っ

た
簡
易
水
道
使
用
料
や
農
業
集
落
排
水

施
設
使
用
料
な
ど
、
平
成　

年
４
月
使

１９

用
分
か
ら
料
金
統
一
を
行
い
、
受
益
者

負
担
の
適
正
化
を
図
り
ま
し
た
。
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○
宮
の
郷
工
業
団
地
へ
の
企
業
誘
致
を
積
極

的
に
推
進
し
た
結
果
、
４
社
が
操
業
を
開

▲美和地域の遊休地

始
し
、
新
た
な
雇
用
が
創
出
さ
れ
ま
し
た
。

��
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

○
遊
休
地
等
の
利
活
用
の
検
討
や
処
分
を

行
う
と
と
も
に
、
販
売
中
の
市
分
譲
地

の
販
売
を
促
進
し
、
自
主
財
源
の
確
保

に
努
め
ま
し
た
。

○
市
の
広
告
媒
体
を
活
用
し
て
、
地
域
経

済
の
活
性
化
と
新
た
な
自
主
財
源
を
確

保
す
る
た
め
、
平
成　

年　

月
に
常
陸

１９

１０

大
宮
市
有
料
広
告
掲
載
要
綱
を
制
定

し
、
広
報
紙
や
窓
口
用
封
筒
な
ど
に
有

料
広
告
を
掲
載
し
ま
し
た
。
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○
総
合
計
画
の
策
定
に
併
せ
、
財
政
計
画

を
策
定
し
、
中
長
期
的
展
望
に
立
っ
た

財
政
運
営
に
努
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
市
債
の
発
行
額
を
償
還
元
金
内

に
抑
制
し
、
市
債
残
高
の
縮
小
を
図
り

ま
し
た
。
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広報　常陸大宮　　　　平成２３年９月号７
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市
民
意
識
の
早
期
醸
成
と
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
活
性
化
を
図
り
、
地

域
の
特
性
に
応
じ
た
市
民
志
向
の
行
政

運
営
を
行
う
た
め
、
市
民
と
行
政
の
役

割
分
担
を
明
確
に
し
て
、
市
民
参
加
に

よ
る
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
が
で
き
る
環

境
整
備
を
推
進
し
ま
し
た
。
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○
区
長
会
で
班
域
図
を
作
成
し
、
転
入
者

や
未
加
入
者
の
区
・
班
へ
の
加
入
促
進

を
図
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
区
内
の
活
性
化
を
推
進
す
る
た

め
、
情
報
交
換
会
や
行
政
懇
談
会
を
開

催
し
ま
し
た
。
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○
各
種
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
市

民
の
意
向
を
把
握
・
分
析
し
、
政
策
へ

反
映
さ
せ
る
た
め
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
を
実
施
し
、
市
民
と
行
政
の
協
働

を
推
進
し
ま
し
た
。

○
市
民
の
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
学
習
機

会
の
拡
充
と
市
政
へ
の
理
解
を
深
め
る

た
め
、
ま
ち
づ
く
り
講
座
を
開
催
し
ま

し
た
。
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○
市
民
が
専
門
的
な
講
座
を
受
講
で
き
る

よ
う
市
民
大
学
講
座
を
開
催
し
、市
民
・

大
学
・
行
政
の
交
流
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

こ
の
他
「
公
正
の
確
保
と
透
明
性
の
向

上
」
の
取
り
組
み
と
し
て
、
情
報
公
開
の

推
進
及
び
市
民
へ
の
情
報
提
供
、
監
査
機

能
の
強
化
な
ど
、
積
極
的
に
推
進
し
て
き

ま
し
た
。
な
お
、
平
成　

年
度
の
行
政
改

２２

革
の
取
り
組
み
に
よ
る
効
果
額
は
下
表
の

と
お
り
で
す
。

　

全
国
的
な
少
子
高
齢
化
、
地
方
分
権
の

進
展
な
ど
、
社
会
情
勢
は
大
き
く
変
化
し

て
い
ま
す
が
、
今
後
も
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

継
続
的
か
つ
効
率
的
に
行
い
、
市
民
と
行

政
の
役
割
を
明
確
に
し
な
が
ら
、「
協
働

の
ま
ち
」
の
実
現
に
向
け
て
、
行
政
改
革

に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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説　　明効果額取り組み事項

経常経費（時間外手当、旅費等）の削減額２，８３７事務事業のコスト縮減
省エネ等による効果額３３，０００

積算システム、一括業務発注等による効果額１３，３２０

公用車削減等による効果額２，０６３

管理運営コストの縮減額１０，１０１指定管理者制度の活用

徴収嘱託員による徴収額１２，４００受益者負担の適正化

人件費削減額１６３，０８８職員数の削減及び定員適正化の推進

税務徴収課職員による徴収額６９，８７０自主財源の確保

遊休地等の売却額２３，９９１未利用地等の処分による財源の
確保 分譲地の販売額２，１９３

有料広告掲載料７４８

３３３，６１１計

単位：千円
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▲まちづくり講座「常陸大宮市の行政改革」


